






















Accounting Standards Board, FASB）と，国際会計基準審議会（International 







進められ，２０１０年９月に概念フレームワーク第８号（Statement of Financial Accounting 
Concepts No.8, SFAC8）がＦＡＳＢにより公表された。
　当該ＳＦＡＣ８は，以前にＦＡＳＢが公表していた，概念フレームワーク第１号（Statement 
of Financial Accounting Concepts No.1, SFAC1）および第２号（Statement of Financial 
Accounting Concepts No.2, SFAC2）に置き換えられるものであり，とくにＳＦＡＣ２に
























































































































































































































へと変化している。ＳＦＡＣ２のタイトルは「会計情報の質的特性（Qual i t a t ive 
Characteristics of Accounting Information）」であり，ＥＤは「財務会計の目的および
意思決定に有用な財務報告の質的特性と制約（The Objective of Financial Reporting 
and Qualitative Characteristics and Constraints of Decision-Useful Financial Reporting 
Information）である。ＳＦＡＣ８では，「財務報告の概念フレームワーク，“第１章　一般
的な意味における財務報告の目的”と“第３章　有用な財務情報の質的特性（Conceptual 
Framework for Financial Reporting – Chapter 1, The Objective of General Purpose 
Financial Reporting, and Chapter 3, Qualitative Characteristics of Useful Financial 
Information）」である。ここでＳＦＡＣ２とＳＦＡＣ８第３章とでは，タイトルの大きな変化
はない。
　「有用な（useful）」という言葉が，ＳＦＡＣ８では付け加えられているが，ＳＦＡＣ２に
おいても意思決定に有用な会計情報とは何かが説明されていることから，ここに何か大
きな意味の追加がおこなわれたと考えなくともよいだろう。むしろ，注目すべきは，ＥＤ
にみられる「制約（constraints）」という部分であろう。ここに，ＳＦＡＣ２では意思決定
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に固有の基本的特性である目的適合性と並記された信頼性（reliability）が，忠実な表現
（faithful representation）へ置き換えられた理由があると考えられるのである。
　さて，これまでの分析のとおり，意思決定に有用な会計情報における固有の質的特性と
しての目的適合性は，所与の経済現象に対して論理的に説明可能なものである。したがっ
て，所与の経済現象から，情報利用者にとって目的適合的な現象を抽出し，これをどのよ
うに会計情報として一般化するかがポイントとなる。ただし，手続的には会計基準設定主
体が，情報利用者の意思決定に有用な会計情報を作成するために，所与の経済現象より目
的適合的と考えられる経済現象を抽出するとしても，実際に当該情報が意思決定にとって
有用なものであるか否かは，情報利用者自らが決めることとなる。
　つまり，ある特定の会計情報については，会計基準設定主体の意図とは別に，また所与
の経済現象とは無関係に，情報利用者が自ら意思決定にとって有用な情報を決定する場合
がある。
　たとえば，今，当該情報利用者が，投資有価証券の貸借対照表価額表示として公正価
値ではなく取得原価が適用され，そのことが示す意味についても理解していたとする。
しかし，この場合でも情報利用者の当該情報に対する理解可能性（understandability）
によっては，自らの意思決定に有用な情報として利用することは可能なのである。こ
のように考えると，理解可能性は図２に示すとおり，情報利用者に固有の特性（User-
Specific Qualities）と考えるべきか，図３に示されるとおり質的強化特性（Enhancing 
Qualitative Characteristics）と考えるべきかは重要である。
　ＳＦＡＣ２では，情報利用者の理解可能性は，たとえそれが目的適合的な情報であって，
信頼性のある情報であっても，有用な意思決定の程度には制約条件として影響をおよぼし
ていた。これが，ＥＤおよびＳＦＡＣ８では理解可能性は会計基準設定主体が制約条件とし
て考慮する必要が必ずしも要しないこととなっているのである。
　つまり，ＳＦＡＣ２では情報利用者の会計基準あるいは会計情報の理解可能性を顧慮
している。とくに情報利用者の理解可能性に応じて，信頼性（reliability）のある情
報が意思決定に有用な会計情報に対する固有の基本的特性であるとし，検証可能性
（verifiability）と表現の忠実性（presentational faithfulness）を当該要素として認め，
そのうえで中立性（neutrality）により下支えしていたのである。
　これに対し，ＥＤでは情報利用者の理解可能性は質的強化特性に分類される。これによ
れば会計基準設定主体が，情報利用者の理解可能性をとくに制約条件としないことへと変
化しているのである。このことは，ＳＦＡＣ８でも同様のものとなっている。
　情報利用者の理解可能性を固有の特性として理解するか，あるいは質的強化特性と理解
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するかでは，つぎのような概念上の差異を生じさせる。すなわち，図２のように理解可能
性を情報利用者固有の特性として顧慮した場合，それが目的適合的な情報であるからとい
って，信頼性を大きく損なうような会計情報の提供は，結果として情報利用者の有用な意
思決定を妨げることとなることを示しているにほかならない。
　なぜなら，この場合，会計情報の信頼性確保により，検証可能性やそれに対する表現の
忠実性が備えられることで，会計基準あるいは会計情報の理解可能性が乏しい情報利用
者にとっても確認可能性が担保されているためである。この確認可能性が担保されること
は，結果として目的適合性が有するフィードバック価値（feedback value）をも強調する
こととなる。ＳＦＡＣ２では会計基準あるいは会計情報の質的特性が，全体的な確認指向型
会計の性格を帯びるのである。
　これに対し，図３のように情報利用者の理解可能性をそれまでのような個々の情報利用
者による制約条件とせず，また目的適合性に対置する意思決定に固有の基本的特性を図３
のように忠実な表現（faithful reprensatation）に置き換えた場合，目的適合性の重要度が
それまで以上に増したことを強調するものとなっている。なぜなら，目的適合性に合致し
た経済現象の抽出と，その表現方法が強調され，特段，その情報の信頼性の有無はそれ
までよりも考慮する必要を生じさせないためである。このことは，会計情報の検証可能
性（verifiability）が同様に質的強化特性へと配置し直されていることからも明らかであ
る。
　検証可能性は，もはや意思決定に固有の基本的特性の要素ではない。図３を見る限り，
意思決定に有用であるための会計情報としてのプラスα要素でしかない。情報利用者の理
解可能性（understandability）も制約条件とはならない。ＥＤおよびＳＦＡＳＣ８では，ＳＦＡ
Ｃ２よりもますます経済現象に対する目的適合性が強調され，その忠実な表現方法がいか
なるものかを検討する必要が会計基準設定主体には生じる。
　これは，意思決定に固有の基本的特性として目的適合性と忠実な表現とが，トレー
ド・オフの関係の関係ではなくなったことを示している。つまり，ＳＦＡＣ２の信頼性
は，ＥＤやＳＦＡＣ８の忠実な表現に単に置き換えられたのではなく，忠実な表現（faithful 
representation）という特性は，この場合の目的適合性に従属的な特性となっているので
ある。
　明らかに会計基準設定主体として，会計情報の信頼性は，目的適合性の前に担保し得な
くなったことを明らかとしているのである。目的適合的な経済現象を情報利用者にとって
の有用な会計情報として忠実に表現するという，経済価値指向型会計へ目的観が変化して
いるのである。
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５　おわりに
　概念フレームワークに関する分析は，極めてやっかいなものである。なぜなら，当該概
念の説明が極めて抽象的にならざるを得ないためである。しかし，本稿における会計情報
が備えるべき意思決定に固有の基本的特性の変化について誤解を恐れずに結論づけると以
下のように言えるであろう。
　これまで会計情報はいかにあるべきかという議論が，研究者あるいは実務界において長
らくつづけられてきた。会計情報がさまざまな会計処理の集計により生起されてきたこと
を考慮すれば，それらは個々の実際取引を集計したものであり，個々の実際取引には証拠
が存在してきたか，あるいは存在することが望ましいとされてきた。減価償却のような実
際取引にはない会計処理であっても，そこには多くの情報利用者の理解と承諾があり，か
つ理論的にも説明可能な処理であったことから，信頼性を備えたものであった。
　しかし，会計情報が所与の経済現象から，情報利用者の意思決定に有用なものとなるよ
う，言うなれば経済価値の変化を表現することが強調されることで，実際取引とは必ずし
も関連性のない情報に情報価値が見出され，これを会計情報として優先することとなった
のである。すべての会計事象に市場性があり，それをいつでも確認することができるので
あれば，それもまた信頼性のある情報と言えるかも知れないが，実際には多くの経済価値
の変化を客観的に確認することは難しい。
　結果として，経済現象に特化した目的適合性を有する会計情報の提供を会計基準設定主
体の目的とする以上，経済現象にかかる経済価値の測定は，専門家に委託細分化されるこ
とは自明のことなのである。もはや会計基準設定主体としては，自らが信頼性を有する会
計情報を提供できないことをＳＦＡＣ８では表明しているにほかならない。
　しかも，それがたとえどんなに精緻な見積りによって計算されたとしても，基本的な計
算要素には過去の実際値を投入せざるを得ない。将来生じるであろうすべての経済現象を
現在の会計情報に織り込むことは不可能なのである。情報利用者の意思決定に有用な会計
情報の提供という目的観において，より強く経済現象と目的適合性との結びつきが強調さ
れればされるほど，目的適合性と信頼性は両立し得ない特性なのである。
　また，会計情報が経済現象との結びつきを強めれば強めるほど，当該会計情報により情
報利用者がさまざまな有用性のある意思決定をおこないうるかについても疑問が残る。
むしろ当該情報利用者は会計情報をとりまくすべての情報利用者を念頭に置くものではな
く，ある特定の情報利用者を念頭に置くものへと変化したと言えよう。
　本稿における会計情報の質的特性のうち，とくに目的適合性の有する二つの意味を検討
した意味は，会計そのものの質的特性の変化を確認するためのものである。ＳＦＡＣ２からＳ
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ＦＡＣ８への変化はその一つの結果である。果たして，会計情報には情報利用者の理解可能
性を制約条件とする信頼性の付帯を固有の基本的特性とすべきか，あるいは，当該情報利
用者の理解可能性を制約条件とせずに，目的適合的な経済現象をより忠実に表現すること
こそ固有の基本的特性とすべきかは，ＳＦＡＣ８公表以降もいまだ継続的な会計学上の重要
な論点として検討すべき課題である。
　なお，本稿は本学における国外留学研究制度による研究成果の一部である。
